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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため
の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

［１］街なか居住の推進の必要性  

(１) 現状分析   
北九州市では、過去の都市構造形成の経緯から、低密度な市街地が郊外に拡大した
が、人口の減少、高齢化の進展などを踏まえ、街なかの空洞化に対応するため、近年
は、街なか居住の促進を図るなど、コンパクトなまちづくりを進めている。 
このような中、中心市街地では、居住人口は概ね維持されているものの、ＪＲ黒崎
駅前の利便性が高い地域で地価が大幅に下落し、低・未利用地が多く存在している。 
近年は、九州厚生年金病院の新築移転などにより、周辺に総合健康・保健地区が形
成されるなど、居住サービス・環境の向上が図られ、徐々に住宅供給も増えつつある
状況にある。 
今後は、地区内の低・未利用地などの、既存ストックを活用した住宅機能の導入等、
都心居住の更なる促進を図り、まちの活力や賑わいの源泉となる定住人口の増加を図
っていくことが求められる。 
 
 

(２) 住宅の供給のための事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための
事業等、街なか居住の推進の必要性 
このような現状を踏まえ、中心市街地の活性化に向けて、交通アクセスの利便性、
総合健康・保健地区や新しい集客施設の立地等による周辺の居住環境を活かし、定住
人口の増加を図るため、街なか居住を推進するための事業として、優良賃貸住宅供給
支援事業や中心市街地における共同住宅供給の促進（中心市街地共同住宅供給支援事
業等）などの、民間活力を活かした良質な住宅供給の促進、北九州市住まい支援事業
などの住宅取得支援策、地区計画を活用した土地利用規制などの安全・安心な居住環
境の形成に向けた取組みなど、一体的な事業の推進を図ることが必要である。 
 
 

(３) フォローアップの考え方 
毎年度、事業の進捗状況の調査を行い、着実な推進を図る。 
また、数値目標の達成状況や、中心市街地の現状、事業の実施状況等について点検・
評価を行い、目標の達成のために必要な事業の追加、再構築を速やかに行うなど、街
なか居住の推進に積極的に取り組む。 
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［２］具体的事業の内容  
（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

事業名、内容及び実
施時期 

実施主体 
目標達成のための位置付け及び
必要性 

措置の内容
及び実施時
期 

そ の 他
の事項 

事業名：中心市街地
における共同住宅
供給の促進 
 
内容：中心市街地に
おける良質な共同
住宅の供給を支援
する事業 
 
位置：中心市街地活
性化基本計画の区
域内（約 70ha） 
 
 
実施時期：平成 20
年度～平成 25 年度 
 

北九州市 
（供給主
体は民間） 

本事業は、中心市街地への質の
高い住宅供給を促進するための
事業であり、認定を受けた中心市
街地活性化基本計画の区域内で
行われる良質な住宅系プロジェ
クトに対し、各種支援策の活用を
図り、民間事業を推進するもので
ある。 
この効果として、中心市街地に
おける質の高い民間住宅の供給
促進が期待されるとともに、土地
の有効利用、市街地環境の改善等
が見込まれるため、定住人口の増
進に必要な事業である。 

支援措置： 
社会資本整
備総合交付
金(地域住宅
計画に基づ
く事業) 
 
実施時期： 
平成 20 年度
～平成 25 年
度 
 

 

 
（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

該当なし 
 



106 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び実
施時期 

実施主体 
目標達成のための位置付け及び必
要性 

支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名：優良賃貸住
宅供給支援事業 
 
内容：特定優良賃貸
住宅及び高齢者向
け優良賃貸住宅の
供給を支援する事
業 
 
位置：特定優良賃貸
住宅－街なか（小学
校区単位 132 校区
のうち 72 校区）、高
齢者向け優良賃貸
住宅－市内全域（工
業・工業専用地域以
外の市街化区域内） 
中心市街地エリア
内の物件について
優先的に認定 
 
実施時期：平成 6
年度～ 

北九州市 
(供給主体
は民間) 

本事業は、人口減少や高齢化の
進行が著しく、また、良質な賃貸
住宅が不足する状況にある中心市
街地等において、ファミリー向け
賃貸住宅や高齢者向け優良賃貸住
宅の供給を支援（建設費補助、家
賃減額補助）するものである。 
この効果としては、中心市街地
等での良質な賃貸住宅の供給によ
り、若年世帯の定住促進、高齢者
の居住の安定確保が見込まれるた
め、定住人口の増進に必要な事業
である。 

支援措置： 
社会資本整
備総合交付
金（地域住宅
計画に基づ
く事業） 
 
実施時期： 
平成6年度～
平成 25 年度 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



107 

事業名、内容及び実
施時期 

実施主体 
目標達成のための位置付け及び必
要性 

支援措置の
内容及び実
施時期 

そ の 他
の事項 

事業名：北九州市住
まい支援事業 
 
内容：良質な住宅を
購入・建設する者に
対して利子補給金
を交付 
 
位置：北九州市内の
「住まい支援事業
対象物件」に登録さ
れた住宅・土地 
中心市街地エリア
内の物件について
優先的に認定 
 
実施時期：平成 17
年度～ 
※新規認定は平成
21 年度分までで
終了し、今後は既
認定分の利子補
給のみ行う。 

北九州市 市外から市内の中心市街地等へ
の転入を促進するための事業であ
り、市外から転入して市内におい
て良質な住宅を購入する者に対
し、借入金の利子補給を行い、住
宅取得を支援するものである。 
この効果としては、エンドユー
ザーに対する住宅取得の支援によ
り、良質な住宅の建設や住宅取得
の促進が期待されるため、定住人
口の増進に必要な事業である。 

支援措置： 
社会資本整
備総合交付
金（地域住宅
計画に基づ
く事業） 
実施時期： 
平成 21 年度
～ 
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事業名、内容及び実
施時期 

実施主体 
目標達成のための位置付け及び必
要性 

支援措置の
内容及び実
施時期 

そ の 他
の事項 

事業名：コムシティ
の再生 

 

内容：黒崎駅西地区
再開発ビル（平成15 
年～閉鎖中）の再
生。商業・サービス
機能等の導入 

 

位置：北九州市八幡
西区黒崎三丁目 

 

実施時期：平成20
～24年度 

 

北九州市 
コムシティは、黒崎駅西地区第
一種市街地再開発事業において整
備された再開発ビルであるが、平
成 15 年にビルを管理する持床会
社の破産により、ビルの商業施設
部分が閉鎖された状態となってい
る。 
本事業は、コムシティを「公共
公益的施設を中心とした複合施
設」として再生し、人づくり支援
機能、広域行政サービス機能、生
活利便機能を担う施設とするもの
である。 
この効果としては、高い集客能力
を有する施設が再生することによ
り、地区への来街者の増加及び賑
わいの創出が図られることから、
商業の活性化、集客と回遊性の強
化に必要な事業である。 

支援措置： 
社会資本整
備総合交付
金（地域住宅
計画に基づ
く事業） 
 
実施時期： 
平成 20 年度 
～平成 24 年
度 

 

 
（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

該当なし 
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及び実
施時期 

実施主体 
目標達成のための位置付け及び必
要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

そ の 他
の事項 

事業名：まちのルー
ルづくり 
 
内容：黒崎のまちの
ルールづくりを行
う 
 
位置：中心商店街 
 
実施予定：平成 20
年度～ 
 

黒崎商店
組合連合
会 

本事業は、黒崎の商店街につい
て、業種・業態や建築物・広告物
などのハード面のルールや、清掃
の徹底、呼び込みの規制等による
環境保全に関するソフト面の協定
など、まちのルールづくりを行う
ものである。 
この効果としては、安全・安心
で暮らしやすい居住環境の形成に
より、都心居住の促進が図られる
ことから、定住人口の増進に必要
な事業である。 

  

事業名：地区計画を
活用した土地利用
の規制 
 
内容：地区計画を定
め、地域が主体とな
って用途などのル
ールを決定する 
 
位置：国道 3号より
北側のＪＲ黒崎駅
を含む東西街区を
中心とした区域 
 
実施時期：平成 20
年～ 
 

北九州市 黒崎駅周辺は、風営法対象施設
が拡大しており、街の雰囲気が悪
化し、安全面での不安な声も聞か
れるため、これらの施設が拡大し
ないよう、都市計画上の規制が必
要となっている。 
本事業は、明るく安全なまちづ
くりを推進するために、地域が主
体となってまちづくりに取り組
み、多くの学生や就業者などが訪
れる黒崎駅前地区を対象に、パチ
ンコ屋や風俗施設などの用途を規
制し、良好な街区の整備・保全を
行う事業である。 
この効果としては、良好な街区
の形成により、明るく、安全・安
心な居住環境の形成が図られるた
め、定住人口の増進に必要な事業
である。 
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事業名、内容及び実
施時期 

実施主体 
目標達成のための位置付け及び必
要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

その他
の事項 

事業名：未利用地等
を活用した民間住
宅プロジェクト推
進事業 
 
内容：都心居住及び
土地の有効利用を
推進する事業 
 
位置：中心市街地 
 
実施時期：平成 20
年度～ 

活性化協
議会、地
権者、北
九州市等 

本事業は、藤田商店街のアーケ
ード撤去後の未利用地や、西日本
鉄道㈱所有の駅前未利用地等のふ
れあい通り西側地区などにおい
て、通り沿いの賑わいや景観に配
慮した民間住宅開発プロジェクト
を推進するものである。 
この効果としては、中心市街地
における良好な民間住宅の建設を
促進することにより、都心居住の
魅力向上が図られることから、定
住人口の増進に必要な事業であ
る。 
 

  

事業名：文化・交流
拠点地区（民間収益
施設）整備 

 

内容：中心市街地に
おける民間の共同
住宅及び生活利便
施設の整備 

 

位置：北九州市八幡
西区岸の浦二丁目、
岡田町 

 

事業期間：平成20
年度～平成25年度 

株式会社
ク レ ア
ス、大英
産業株式
会社、大
和リース
株式会社 

 本事業は、旧厚生年金病院跡地
を活用して文化・交流機能の集積
に向けて整備する図書館やホー
ル、広場、緑地等に併せて、シニ
アマンション等の共同住宅や生活
用品を提供する生活利便施設を整
備するものである。 
 この効果として、中心市街地に
おいて多様な世代が居住できる民
間住宅の供給が促進されると共
に、文化交流機能に隣接して生活
利便機能が付加されることで生活
環境の向上や集客と回遊性の強化
が図られることから、定住人口の
増進及び商業の活性化に必要な事
業である。 
 

  

 
 


